
（業績等の予想に関する注意事項） 
上記の平成 18年 3月期中間業績予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しており、実際の業績は見通しと異
なる可能性があることをご了承ください。 

平成１７年１１月１７日 
 

中間期業績予想の修正のお知らせ 
  

＜中間決算不動産事業好調、前年同期比増収増益へ＞ 

（１） 平成 18 年 3 月期中間連結決算は、売上並びに当期利益に関しまして予想通りを見込んで

おります。中間期単独決算につきましては、当期利益が前年同期比で黒字転換し、期初予

想の３倍となりました。このたび、子会社による不動産売買等に変わったため、売上およ

び当期利益の修正を行うものであります。 

（２） 連結売上高につきましては、前年中間期比 47％増加の 11,884 百万円、経常利益では前年

中間期比 10％増加の 110 百万円、当期利益では 100 百万円と前年中間期対比で黒字転換

を果たす予定であります。 

 

＜現状および今後の展開＞ 

（１） 主力の不動産事業におきましては、組織強化と開発型不動産事業への取組みを進めており

ます。特に、マンション並びにアミューズメント関連に関わる事業に対し、人材等の経営

資源を積極投入してまいります。 

（２） 環境事業におきましては、愛知万博で採用されました壁面緑化システム等を不動産事業と

融合させ、不動産に付加価値を与える事業として、実施してまいります。 

（３） 8 月に分社化いたしました液晶事業におきましては、今年中国にて当社独自技術を使用し

たフィールド・シーケンシャル（FS）方式液晶ディスプレイを搭載した携帯電話機が発売

されました。また、TN 液晶も含め、今後当社保有の知的財産の活用を図るべく多方面に

展開してまいります。 

（４） 今年 7月に 50 億円のユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を発行いたしましたが、平

成 17 年 11 月 8 日現在（平成 17 年 11 月 11 日：関東財務局接受、5％ルールに基づく保有

割合の減、変更報告書）におきまして、額面 38.5 億円の行使が完了し、資本の増強とな

りました。今後、利益の源泉であります売上の上昇トレンドを維持拡大することに注力し、

安定した不動産事業の収益確保、環境事業における壁面緑化および光触媒両事業の拡大・

発展、液晶事業では、子会社ヒューネット・ディスプレイテクノロジー社でのライセンス

事業の拡大により、当社はさらに積極的に事業展開し、株式価値向上を目指してまいりま

す。 

 

 

修正の概要は下記の通りです。 
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中間期業績予想の修正に関するお知らせ 
 

平成 18 年 3 月期の中間期（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日）の業績予想につきまし

て、平成 17 年 5 月 23 日付当社「平成 17 年 3 月期決算短信」にて発表いたしました業績予想を

下記の通り修正します。 

記 
１．平成 18 年 3 月期中間連結業績予想数値の修正（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 利 益 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 12,000 150 100

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 11,884 110 100

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） △116 △40 ―

増 減 率 △1.0％ △26.7％ ―

（ご参考） 
前期（平成１７年３月期中間）実績 8,063 100 △6,198

 

２．平成 18 年 3 月期中間業績予想数値の修正（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 利 益 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 11,800 150 100

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 8,727 170 300

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） △3,073 20 200

増 減 率 △26.0％ 13.3％ 200.0％

（ご参考） 
前期（平成１７年３月期中間）実績 8,064 183 △6,330

 
３．修正の理由 
 （１）連 結 
    中間期における業績は、主として不動産事業における投資顧問事業を中心に、ほぼ予想

どおりとなり、前年同期比増収増益となりました。 

 （２）単 独 
売上の修正は主として、子会社による不動産売買に代わったため、予想の修正を行うも

のであります。また、平成 17年 9月 27日に開示いたしました子会社の異動（投資有価
証券の売却）により当期利益が増加となりましたが、本件に伴う連結業績への影響はあ

りません。 
 

４．ご参考：平成 18 年 3 月期（連結）予想                            (単位：百万円） 

     売 上 高 経 常 利 益 当 期 利 益 

通 期（17 年 4 月～18 年 3 月） 27,700 2,000 1,250 

以上 


